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論 文 内 容 の 要 旨
本論文は,序 章 「研究の課題 と方法」,4章か らなる第1部 「現職教育の模索」,7章か らなる第
2部 「現職教育の確立」,4章か らなる第3部 「大正期における現職教育の展開」,4章か らなる第4
部 「昭和戦前期 にお ける現職教育の展 開」,および終章 「戦前における現職教育 ・教員研修 の意
義 と限界」の全21章で構成されている。
第1部 「現職教育 の模索」は,学 制期か ら教育令期 にいたるいわば創始期 における現職教育関
連の行政施策 と研修活動の関連実態の解 明を課題 とする。 先ず第1章 「学制期における現職教育」
で,師 範学校が行った講習事業か ら当時期 の現職教育の全国的状況を明 らかに し,第2章 「宮城
県 における教員養成の開始 と現職教育」では,府 県独 自の施設や施策が構想 され施行 された この
時期の現職教育 の地域実態が解 明される。つ ぎに第3章 「教育令期 における現職教育」で,資 格
制度や検定制度 の整備な ど教育令期の関連行政施策 を追い,第4章 「宮城県 における現職教育の
組織化」で,当 局による組織化な どか ら研究活動 のイニ シアティブが督業訓導 に移 り,教員サイ
ドの自主性が薄れ体制化 して いく経緯が宮城県事例に基づき明 らか にされる。
第2部 「現職教育の確立」 は,1890年代か ら1900年代までの時期 を対象に,戦 前 における現
職教育の原型が確立 してい く行程 の解 明を課題 とす る。第5章 「教員資格法制の整備 と教員需給
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の状況」において,教 員供給対策の観点か らの資格制度や検定制度の整備過程 を跡づけ,そ れが
講習会 の隆盛 をもた らす背景 となって いく経緯 について検討 し,第6章 「師範学校における教員
講習の発展」では,そ うした教員需要への対応 として,師 範学校 に小学校教員講習科が設置され
て いく経緯を明 らか にす る。第7章 「地方視学機関の整備 と現職教育」で,学 校間あるいは校内
で の研究活動及び修養活動の展開に果 たした郡視学や府県視学の役割 を検討 した うえ、第8章
「地方 における現職教育の展開」では,数 多 く行われた教員講習会 を主催者及び 目的等か ら分析
す ることによ り,地 方における現職教育の展開状況を明 らか にす る。第9章 「教員需給対策 と教
員講習 の発展」で,教 員供給対策 としてます ます重要性を帯びてい く教員講習へ の行政上の優遇
策奨励策に触れ,第10章 「小学校教員講習科 の発展」では,今 世紀初頭期 の教員講習科への拡
充発展の流れ を跡づ ける。第11章 「義務教育年限延長 と現職教育」では,全 国的に実施 された
大規模な教員講習会 を,1907年の小学校令改正に基づ く義務教育年限延長 に伴 う尋常小学校正
教員の補充及び教員の学力補習の観点か ら位置づける。
第3部 「大正期 における現職教育の展開」は,前 部各章において諸側面か ら跡づけた現職教育
の原型が1910年代か ら1920年代にかけてみせた更なる展開を扱う。第12章 「大正期 における現
職教育政策 と文部省主催小学校教員講習会」では,臨 時教育会議における思想対策を重視 した教
員改良策,ま た文政審議会における議論 と師範学校への専攻科の設置を取 り上げ,こ の時期から
開始される文部省主催の小学校教員講習会に触れつつ,大 正期における現職教育政策 として位置
づ ける。第13章 「大正期にお ける小学校教員講習科 の整備」では,大 正期 における師範学校の
小学校教員講習科 の状況 を教員養成及び学力補習の 目的別に検討する。第14章 「教員の研修活
動の多様な展開」では,大 正期の教員研修の概況 を夏期講習会 と教員研修会 を中心に検討 し,そ
の多様化 と内容的な進展を明 らかにする。第15章 「新教育運動 と現職教育」では,こ の時期 の
特徴である新教育運動が現職教育 という観点か ら見て どのような意義をもつものであるかについ
て吟味した上,師 範学校附属小学校 における研究活動の現職教育的意義を明 らかにする。
第4部 「昭和戦前期 における現職教育の展開」は,昭 和戦前期 を対象に現職教育の展開過程 とそ
の戦 前的到達段階につ いて検 討す る。第16章 「教員講習 と教員供給」では,こ の時期 に至 り、
ほぼ正教員の量的確保にめどがつき,教 員講習の教員供給上の役割に変化が見えてきたこと,ま
た,新たに開始される正教員講習な ど量的要請の変化 に伴 う教員講習の態様変化を明 らかにする。
第17章 「現職教育の改革:構想」 では,従 来か らの経験や国際的動向をに らみつつ,戦 時体制へ
の突入の過程で盛 り上がる改革機運の中で急速 に具体化する現職教育改革構想を取 り上げ,特に,
戦後期につながる構想 ともいえる民間の改革案 について,及 び,国 民学校体制 を準備す るなかで
構想された教育審議会 の現職教員の再教育構想 につ いて検討する。第18章 「国民学校令体制 と
現職教育」では,全 国的規模での教員講習 としてはほぼ戦前最後 となる国民学校体制への移行に
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際 して実施 された伝達講習会の実施状況,及 び師範学校の昇格に際 して従来の専攻科に代わって
設置された研究科の設置意図 について検 討する。第19章 「「錬成」「修練」と「研修」」は,戦 時 にお
ける政策用語 として,造 語 された 「錬成」及び 「修練」概念 と,こ れ らの用語 と密接な関連をも
って使用 された 「研修」概念につ いて,そ れ らの関連構造を明 らかにす る。
終章では、以上の4部19章を通 した行論 を踏 まえて,戦 前期 日本 における現職教育 と教員研修
の特質及びその意義 と限界について総括 している。
論 文 審 査 結 果 の 要 旨
本論文 「近代 日本 における現職教育の史的研究」は,副 題 にある如 く小学校教員の場合を中心
とした戦前期の教員現職教育 に関する歴史研究である。論者は,今 日の教員現職教育が優れて戦
後教育理念 に耀 ざ している事実を認めつつも,学 制発布以降の戦前期の教職営為を対象に,現 職
教育の模索 ・確立 ・展開の過程を跡づけよ うとした。確か に,教 育 という専門的業務への従事 自
体が職能成長 を内発的 に要請するとい う教職の犠牲か らして,た とえその理念及態度は異なろう
とも,現 職教育は近代学校教育の成立期 に胚胎 し,近 代学校教育の発展 に対応 して展開 してきた
との論者の仮説は有効である。
時系列でそ の成立展開を追 う際の検討項 目は次 の6点である。第1は現職教育の 目的 について
であって,教 員供給 という量的側面 と水準向上 という質的側面の両面か ら検討 され る。第2は現
職教育の方法 と内容で あり,第3は実施に関わる行政施策あるいは予算措置等の問題である。第
4は実施 に当たっての体制であ り,師 範学校等 の関連学校や視学機関あるいは民間教育会な どの
関与体制で ある。第5は学校間あるいは校 内で行われた教師 自身の研究活動や修養活動 の実態で
ある。第6は戦後に連なるハー ドソフ ト両面での遺産に関 して,師 範学校の小学校教員講習科等
に看取される導入教育案や経験者研修案な どである。
これ らの諸点を克明に追った結果,諸 段階の行政当局の関連施策 の流れ,教 員養成関係機関の
動き,更 には地域 レベルの教員の活動実態が時期 ごとに関連づけられ,現 職教育の模索 ・確立 ・
展開の過程 として描き出す ことに成功 している。本論文は,こ れ までの 日本教育史に関す る諸般
の先行研究 において断片的付随的な扱 いに留まって いた現職教育分野 を総合的かつ歴史的に体系
づけた という点で評価す ることができる。
展 開期における大正期 と昭和戦前期の時期区分上の異 同に関わ る部構成の問題,あ るいは教師
論教職論的 レベルにおける現職教育の理論的基盤付 けなどく現職教育史の歴史体系 を完成させる
ためには,な お若干の課題が残 されて いるが,本 論文 「近代 日本における現職教育の史的研究」
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の論究は成功 してお り,よ って博士(教 育学)の 学位 を授与するに適当と認める。
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